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第３次菊川市総合計画及び第３期人口ビジョンの目標人口について 

１．第３次菊川市総合計画と第３期人口ビジョンの関係について 

第３次菊川市総合計画は、人口課題へ一体的に対応していくため、第３期総合戦略を統合して一体

的に策定することに伴い、中長期的な目標である人口ビジョンの目標人口を見直すとともに、この人

口ビジョンを踏まえて、総合計画の基本構想にあたる目標人口を設定する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．第３次菊川市総合計画の計画書の構成について 

総合計画と人口ビジョン、総合戦略を一体化させるにあたり、計画書では「基本構想編」に第３次

菊川市総合計画の目標人口を設定します。 

また、計画書に新たに「総合戦略編」を追加し、その中で第３期人口ビジョンの目標人口を設定す

る計画書の構成としていきます。 

 

 

 

資料３ 

基本構想（８年間） 

総合戦略（４年間） 

人口ビジョン（２０６０年まで） 

第３次菊川市総合計画 

実行計画 

令和８年度（２０２５年度） 

～令和１５年度（２０３３年度） 

第３期人口ビジョン＆総合戦略 

令和８年度（２０２５年度） 

～令和１１年度（２０２８年度） 

実現を目指す 

＋ 
一体的に策定 

目標人口設定 

＜参考＞第３次菊川市総合計画の計画書構成イメージ 
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３．目標人口のポイントについて 

 第３次菊川市総合計画と第３期人口ビジョンの目標人口のポイントは以下のとおりです。 

※「社人研」…国立社会保障・人口問題研究所 

 

第２次菊川市総合計画 
 

第３次菊川市総合計画 

●目標人口 

２０１０年国勢調査結果を踏まえた２０１３

年公表の社人研の将来推計人口をもとに設定 

【目標年次】２０２５年（令和７年） 

【推計人口】４４，１２９人 

【目標人口】４５，０００人 

→約８００人増目標 

 （９年間：２０１７年-２０２５年） 

→ 

●目標人口 

２０２０年国勢調査結果を踏まえた２０２３

年公表の社人研の将来推計人口をもとに設定 

【目標年次】２０３３年（令和１５年） 

【推計人口】４５，６９７人 

【目標人口】４５，８００人 

→約１００人増目標 

 （８年間：２０２６年-２０３３年） 

 

 

  

第２期人口ビジョン 
 

第３期人口ビジョン 

●目標人口 

２０１０年国勢調査結果を踏まえた２０１３

年公表の社人研の将来推計人口をもとに設定 

【目標年次】２０６０年 

【推計人口】３１，２８０人 

【目標人口】３６，０００人 

→約５，０００人増目標 

 （４１年間：２０２０年-２０６０年） 

→ 

●目標人口 

２０２０年国勢調査結果を踏まえた２０２３

年公表の社人研の将来推計人口をもとに設定 

【目標年次】２０６０年 

【推計人口】３８，０３７人 

【目標人口】４０，０００人 

→約２，０００人増目標 

 （３５年間：２０２６年-２０６０年） 

●人口の将来展望 

（自然動態） 

→出生率を高める 

（社会動態） 

→移動率を改善する 

→ 

●人口の将来展望 

（自然動態） 

→出生率の低減を緩和し、出生数の減少を抑

える 

（社会動態） 

→移動率を改善し、人口を増やす 
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４．菊川市における社人研将来推計人口について 

■菊川市の社人研将来推計人口の推移 

 菊川市の２０６０年における社人研将来推計人口は、２０１３年公表版から２０１９年公表版にかけ

て推計人口の減少幅が約５，０００人改善されました。また、２０１９年公表版から最新の２０２３年

公表版にかけては減少幅が約２，０００人改善されました。 

 

■社人研将来推計人口の減少率 

 全国的に人口減少が進み、将来に向かっても人口減少が進むと推計されています。そうしたなか、菊

川市の２０６０年における社人研将来推計人口の減少率は、２０１３年公表版から最新の２０２３年公

表版にかけて１３．１０ポイント改善されました。国では８．４９ポイント改善、静岡県では６．１４

ポイント改善となっており、国や県と比較して、菊川市の減少率は高い水準で改善されました。 

 



4 

５．目標人口と人口課題への取組の方向性について 

 第３回菊川市総合計画審議会（令和６年７月４日開催）で審議いただいた『人口課題への「取組の方

向性」』にもとづく事業を進めることで、第３次菊川市総合計画及び第３期人口ビジョンの目標人口の

実現を目指します。 

 

 

 

人口課題への「取組の方向性」 

＜第３回菊川市総合計画審議会（令和６年７月４日開催）＞ 

 子育て世帯の経済的支援  医療支援体制の充実 

 子どもを希望する夫婦への妊活支援  男女共同参画の推進 

 出産・子育てできる医療体制の充実  キャリアアップに繋がる企業誘致 

 妊娠・出産前からの健康づくり  郷土案（シビックプライド）の醸成 

 子育て世帯が気軽に相談できる体制の構築  Ｕターンへの支援 

 柔軟に対応できる子育て環境の構築  市内企業への就職を見据えた各種支援 

 婚活支援  良好な住環境の整備 

 働き方などの雇用環境の改善  首都圏・中京圏からの移住の促進 

※「取組の方向性」については、再度庁内で最終調整を実施していきます。 


